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子ども政策課の主な取組み  

１． 【子ども・子育て会議関係】こども計画等策定事業（新規）              

(1) 第３期多賀城市子ども・子育て支援事業計画の策定 

ア 保護者（未就学児、小学生のいる家庭）に対し実施するニーズ調査の結果や児童人口     

推計、事業実績等を加味した上で、整備すべき量を算出し、今後５年間の計画を策定 

イ 子ども・子育て会議（年３回）の開催 

(2) （仮称）多賀城市こども計画策定に向けた準備 

２． 【重点事業】公立保育所再編事業（新規）                        

(1) 八幡保育所大規模改修工事に係る設計業務 

基幹保育所として必要な機能などを整備 

(2) 今後のスケジュール 

令和７年度 八幡保育所発掘調査業務 

令和８年度 八幡保育所大規模改修工事（志引保育所へ一時統合） 

令和９年度 八幡保育所開所（志引保育所を廃止） 

３． 【重点事業】保育士確保支援事業（継続）                         

(1) 保育士宿舎借上げ支援事業費補助金 

民間保育施設の寮を利用する保育士の家賃等支払いを支援 

(2) 保育体制強化事業費補助金（保育士支援者雇用分） 

地域の人材を活用し、保育関連用務や保育勤務の支援 

４． 放課後児童クラブ施設整備事業                    

(1) 多賀城小学校第一放課後児童クラブ移転整備 

放課後児童クラブの老朽化対策のほか、利用児童が、より安心安全な環境で放課後を

過ごせるよう「学校敷地内」から「学校校舎内」へ移転 

(2) スケジュール 

   ８月  整備工事完了 

９月～ 引っ越し作業等 

12月  共用開始 

５． 公立保育所運営管理事業（保護者の保育士体験）                      

(1) 保護者と保育所との信頼関係を深めることを目的とし、志引保育所・八幡保育所で実施 

(2) スケジュール 

５月～ 保育士体験（令和７年２月まで、月２回程度で随時実施） 

６月  保育士研修会（市内教育・保育施設向け） 

10月  事業報告会 
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６． 児童手当支給事業（児童手当の拡充）                                  

(1) 拡充内容 

ア 所得制限の撤廃 

イ 支給対象児童を「高校生年代（１８歳到達後の最初の年度末まで）」に延長 

ウ 第三子以降の手当額（多子加算）を月３万円に増額 

エ 第三子以降の算定に含める対象年齢を「２２歳到達後の最初の年度末まで」に延長 

オ 支給回数を年６回に変更 

 

（2） スケジュール 

８月  新規認定者等申請受付開始 

  12月  拡充後の初回支給（R6.10～11月分） 
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1

児童発達支援センター
太陽の家

今後の事業について

1

令和６年児童福祉法改正
※児童発達支援センターが地域における障害児支援の中核的役割
を担うことが明確化される。

①幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能
②地域の障害児支援事業所等に対するスーパーバイズ・コンサ
ルテーション機能

③地域のインクルージョンの中核機能
④地域の発達支援に関する入口としての相談機能
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新たな事業について

地域全体で子どもたちの育ちを
支えていけるよう、通所支援事
業所や放課後児童クラブ、小規
模保育所等を対象に訪問や研修
を実施し、事業所支援を行いま
す。

【関係機関巡回支援】

3

機能強化事業のイメージ
現在の事業 対象

巡回相談
→ケースを通した支援者への支援

認可保育所・認定こども園・幼稚園

保育所等訪問
→ケースへの支援
①保護者からの相談による専門的評価および助言
②集団活動への適応に関する助言

保育所・幼稚園・学校等の集団生活を営む施設に
通う児童

新たな機能強化型としての事業 対象

対象施設への訪問等による支援
例①内部研修講師（知識、技術・環境整備など）
例②課題解決に向けた支援（困難ケースの関係機関
への繋ぎ方等）

・小規模保育所等、児童クラブ等の事業所
・放課後等デイサービスや児童発達支援事業所
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令和６年度教育総務課の主な取り組み 

 

1. たがじょう心のケア教育相談事業（令和６年度継続）                     

子どもたちが抱える問題や課題を早期発見できるよう相談体制を確保し、いじめや学校不適

応といった問題の解決に向けて各専門家による連携支援を実施 

（1） スクールカウンセラーの全校配置 

  ・県費負担非常勤職員を全校１名ずつ配置 

  ・各学校にて月３～４回相談日を設定し、児童生徒、保護者及び教職員等が相談可能 

（2） スクールソーシャルワーカーの派遣 

  ・県からの委託契約に基づき、市が直接雇用を行い、各学校の申請に応じて派遣 

  ・３名任用 

  ・問題を抱える児童生徒がおかれている環境への働きかけを行い、関係機関等とのネットワ

ークの構築、連携及び調整、学校内におけるチーム体制の構築支援等を行う。 

（3） たがじょう子どもの心のケアハウスの運営 

  ・平成２９年度開所し、令和４年度から特定非営利活動法人アスイクへ業務委託 

  ・通所者数は増加傾向（グラフ「ケアハウス通所者数（実数）推移」参照） 

 

 

 

（4） 学校内の別室登校児童生徒への対応支援 

   普通教室での学習や集団活動に不安を抱えている児童生徒が安心して学ぶことができる校

内環境の整備を支援 

  ・学び支援教室の設置（山王小、城南小、第二中、高崎中） 

   ※県の学び支援教室支援事業を活用して実施しており、本事業により学び支援教室担当教

員が加配され、県の学び支援教室コーディネーターからの助言を受けながら対応。市とし

ては教材や参考図書等の購入費用の支援や学生ボランティアを派遣 

  ・その他各校における別室（保健室、空き教室等） 

   各校の工夫により対応しており、教材や参考図書等の購入費用を支援 
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2. 地域とともにある学校づくり事業（コミュニティ・スクール） （令和６年度継続）      

地域とともにある学校を目指した学校運営協議会の設置・運営（生涯学習課の学校協働活動

事業と両輪で推進） 

（1） 学校運営協議会の設置（準備含む）対応状況 

  ・令和４年度 多賀城八幡小学校、多賀城中学校に準備会設置 

  ・令和５年度 多賀城八幡小学校、多賀城中学校に学校運営協議会設置 

         その他８校に準備会設置 

  ・令和６年度 全小中学校に学校運営協議会設置 

（2） 自主学習支援の取組 

  ・多賀城スコーレ（夏季休業３日間及び冬季休業２日間）の開催 

   東北学院大学学生ボランティアや地域ボランティア等を活用し、３公民館にて実施 

（3） その他、地域と連携した活動の推進 

  ・地域ぐるみ生徒指導委員会（中学校区単位）に対する補助金支援（1 校当たり 62,500 円） 

   本委員会は、子ども１１０番の家とりまとめや防犯マップの作成配布等を実施 

 

 

3. 学校教育支援事業 （令和６年度継続・追加）   

児童生徒が夢や希望をもち、充実した学校生活を送ることができるよう、各種支援員の配置

や教育支援システムの活用等を行う。 

（1）子どもたち一人ひとりの状況に応じたきめ細かい支援を行うため、支援員を配置 

ア 特別支援教育支援員 

小中学校の特別支援学級在籍児童生徒数等に応じて支援員を配置 

イ 学習指導支援員 

小学校に１名ずつ配置し、個別の学習支援等を行う。 

ウ 理科支援員 

小学校に１名ずつ配置し、実験等の準備や授業支援を行う。 

エ 部活動指導員 

中学校の希望に応じて配置 

 (2) 特別支援教育支援システムの導入【令和６年度新規】 

   主に特別支援教育について、個別の教育支援計画や指導計画の作成、教材や研修動画の活用

など、子どもたち一人一人に寄り添った学びの提供を目指すため、各小中学校に教育支援シス

テムを導入 

 (3) 看護師の配置【令和６年度新規】 

   医療的ケアを必要とする児童に対し、看護師を配置する。（小学校１校） 

 

 

4  学校部活動地域移行事業（令和６年度継続） 

  少子化の時代にあっても学校部活動が生徒にとって望ましいスポーツ・文化芸術環境となると

ともに、教員の長時間勤務の解消を図るため、スポーツ団体、保護者、民間事業者等の協力のも

と、地域におけるスポーツ等の環境整備を図るもの 

8



（1）令和５年度 

  ア  部活動アンケート調査の実施 

      対象：生徒、児童（４～６年）、保護者、教職員（中学校） 

  イ  意見交換会の実施（R4：３回 R5：２回） 

  ウ  その他、情報収集及び調査研究 

（2）令和６年度 

  ア  （仮）学校部活動地域移行検討協議会の設置・会議開催 

  イ 方向性等をとりまとめ 

    ※部活動の地域移行については、様々な立場の方の意見の聴取や課題の共有等が肝要 
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